
主目的 3 13 3

副目的

款 項 目 大 中

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

私立幼稚園の振興のため、幼児教育の充実を図る。

内容

（手段）

◆25年度実施内容

・私立幼稚園運営費補助…市内の私立幼稚園に対し、備品・消耗品・修繕料等幼稚園の運

営に要する費用、緊急地震速報装置の維持管理費について、補助を実施した。

・私立幼稚園連合協議会に対する補助…小牧市私立幼稚園連合協議会の運営に要する経

費に対し補助をした。

◆25年度直接経費の内訳

私立幼稚園運営費補助金　（7,303千円）
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保育係
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Ｈ23決算額

10,2968,831
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私立幼稚園運営費補助金　（7,303千円）

連合協議会運営費補助金　（1,000千円）

◆26年度直接経費の内訳

私立幼稚園運営費補助金　（8,896千円）

連合協議会運営費補助金　（1,000千円）

耐震診断等補助金　（400千円）
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達成状況

私立幼稚園の振興及び幼児教育の充実を図ることができた。
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補助金の申請・報告の際に、添付書類の不足等がみられる。
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一次評価のとおり。維　持

方向性の判定

事業を縮小・

廃止したときの

影響

判　定　理　由方向性の判定

維　持

周知する際に、申請時期・報告時期・添付書類等の説明を十分におこない、不備のな

いように努める。
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２７年度以降

の改善案

国や時代の動向、他市の状況等を見極めつつ、私立幼稚園の振興及び幼児教育の

増進を図るために、このまま事業を継続する。

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

私立幼稚園の振興及び幼児教育の増進を図ることに貢献しているため、現状維持と

判定した。

判定理由

私立幼稚園の振興及び幼児教育の増進が阻害される。また、公私立間の設置者負

担の格差を緩和することができなくなる。

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２６年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）


